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第一次大戦以降，イギリスの広告業界では一段と寡占化が進んで， 1930年代
には少数の大手代理店の扱い高がイギリス全広告費の大部分を占めるようにな
る。主なメディアである新聞広告と商業テレビの 2つのメディアを対象にした
広告統計誌「スタティスティカル・レビュー』 (1932-1972)によると， 1930年
代半ばと第二次大戦直後にはトップ10社がイギリス全広告費の約70彩を占めて
おり， 1960年代になると80彩を超えるようになる（表1)。
この間，アメリカの有力多国籍企業とセットの形でロンドンに進出してきた
アメリカ系大手広告代理店は急速にシェアを伸ばして， トップ10社の中に食い
込んでいった。 1936年と1970年の間，新聞・テレビ広告に占めるアメリカ広告
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代理店のシェアは13彩から42.3彩に拡大した。そして1960年代にはトップ10社
のうち 6社をアメリカ系が占めるようになり（表2, 3), イギリスの大手代理
店は，この間に買収その他によって，相次いで姿を消していった。広告界にお
ける「アメリカの侵略」である。因みに，この年のイギリス広告業の規模は，
広告専門家協会の会員数248名（人数では全体の約半分，取扱高では全体の90彩）取
扱高2億2,500万ポンド， 収益率は税込2.9彩であった（『エコノミスト」 1970年5
月16日）。
「アメリカの侵略」によってイギリスの広告表現にも変化がみられた。『イ
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表1 広告業界の寡占化 1936-70
全広告費に占める割合（彩）
広告代理店数
1936 1 1950 1 1960 I 1910 
上位 10社 70 72 79 82 
11 - 20社 16 14 13 10 
21 - 30社 7 5 4 4 
31 - 40社 3 3 2 2 
41 - 50社 2 2 1 1 
50 - 100社 2 4 1 1 
I 100 I 100 I 100 I 100 
（出所） D. C. West, The Growth and Development of 
the Ad函 tisingIndustry within the United 
Kingdom 1920-1970, 1984 (unpublished thesis) 
p. 133. 
表2 アメリカ系広告代理店のシェア拡大 1936-70
I 1936 I 1950 I 1960 I 1970 
新聞·••=玩f□, . 〗位'アメリカ系 ％ 上位10社に占めるアメリカ系代理 2 6 
店の数
UK市場におけるアメリカ系代理 4 24 
店の総数
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ギリス広告史』 (AHistory of English Advertising, 1926)の著者エリオット女史
(Blanche B. Elliott)は同書の最後で，イギリスの広告が「完全にアメリカナイ
ズされ」， 控え目だがユーモアと品位に富んだイギリス的広告が消えていくさ
まを次のように述べている。
「イギリス文化は本質的にはヨーロッパ的である。とりわけイギリス人は伝
統的に広告嫌いであった。実際イギリス人は控え目な表現 (understatement)
を好むといわれている。イギリス人が最も誇りとするような優れた成果につい
ては殊にそうである。このことは，勿論，個人的には美徳である。しかし文字
通りに受けとられて，さまざまの重要な局面で損をすることがある。•…••この
ようなイギリス人に固有の性格はまた現代の広告に対する態度にも表われてい
るように思われる。」近年この国の広告は「完全にアメリカナイズされた」と
声高らかに宣言されている。実際イギリスの広告は「国民的独自性を失って」，
「イギリス的アビール」はもはやみられなくなっている％
第二次大戦後，アメリカの広告業者はロンドンに進出してイギリス市場をコ
ントロールしただけでなく，そこを拠点にして，さらにヨーロッパ諸国に勢力
を拡げた，したがって広告業の国際化という場合，実質的には広告業のアメリ
カニゼーションを意味した。パックス・アメリカーナの時代，抜群の工業力と
資本力を背景にアメリカの大企業は世界の各地に生産や経営の拠点を設けた
が，それと一体となって進出した広告業者も同様に多国籍化した。アメリカの
大量生産工業が広大な国内市場を基礎に発展したように，アメリカの広告産業
の強さの背景には広大な国内市場があった。表4はアメリカの年間広告費をポ
ンドに換算して英米の比較を試みたものであるが， 1960年代のイギリスの広告
費はアメリカの10分の 1にも及ばない。 1970年 5月16日の『エコノミスト』の
指摘によれば，「イギリスはアメリカ， ドイツに次いですでに世界第 3位であ
るが，アメリカの広告費はイギリスの10倍を超えている。国民 1人当りで較べ
てもイギリスが2.5倍である」。図 1にみられるように，アメリカー国で世界の
広告費の実に 6割強を占めていたのである。
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表4 英・米の広告費 1920-70
u. K. の広ン告ト費） 
（百万ボ I u. s.菜恩得rI u. K.の（百万 対米比
1924 69 (1920) 743 9.3彩
1930 72 (1929) 701 10,3 
1935 56 339 16.5 
1948 79 (1945) 713 11.1 
1955 170 3,283 5.2 
1965 435 5,448 8.0 
1970 554 8,166 6.8 
（備考） u. s. の広告費統計は DanielPope, The Making of 
Modern Advertising, p. 23 (訳書 p.22)による。
（出所） West, op. cit., p. 148. 
図1 世界の広告費 1968
合計 £83億
合計、 £46億 ， 
その他
イギリス
スカンジナピア
（出所） Economist, May 16, 1970, p. 5. 
I アメリカ広告業とイギリス人—第一次大戦前
19世紀前期のイギリス人はアメリカないしアメリカ人に対してどのようなイ
メージをもっていたか。 1820-1844年の間にイギリス人旅行者がアメリカにつ
いて書いた100冊以上の本を調ぺたフィッツサイモンズ (RaymundFitzsimons) 
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によると，ィギリス人はアメリカ人に対してある種の優越感をもっており，ァ
メリカ人といえば粗野な国民という先入観があった。「とりわけイギリス人は
ヤンキーの特質である自慢好き，金儲け主義，商売上手をひどく嫌っていた」
ようだ。要するに好ましい国民ではない，というのが大方の見解であったとい
ぅ2)。高潔，誠実を愛し，不正， まやかしを憎むィギリス人が，アメリカ人を
評して "smartness"(小利口，抜け目がない）というのは不正， まやかしの婉曲
な表現であったという。もっとも，かりにアメリカ人がイギリス人に好感をも
たれていなかったとしても，現実のビジネスにはほとんど影響はなかった。と
いうのも『イギリス人とアメリカ人』 (WithJohn Bull and Jonathan, 1905)の著
者リチャーズ (JohnMorgan Richards)によれば， 彼がロンドンを訪れた1867
（慶応3)年，ロンドンにはアメリカ人の経営する企業は銀行を含めて12を超え
ていなかったという。
ところで，当時のイギリス人のアメリカ人観に影響を与えた人物に，サーカス
で成功した「偉大なアメリカ人興業師」のバーナム (PhineasTaylor Barnum, 
1810-1891)がいる 3)。 フィッツサイモンズにいわせると， 彼はイギリス人が一
番嫌がるヤンキーの性格を一身に集めたような人物であったというから最低の
アメリカ人の見本になるが，もし偉大な興業師としての成功面に注目すれば，
バーナムこそ非凡な経営者であり，広告宣伝による人集めの達人であったこと
になる。バーナム自身「私は広告の業を知りつくしていた。私は印刷物を自由
に駆使してきた。卒直にいって私の成功はそれに負うところが大きい。だが，
それとともに利用できる周囲の情況はすべて利用してきた」と述べている。興
業師バーナムは， 1840年代にはチャールズ S.ストラットン (1838-83)とい
う小びとを見つけ出しサーカスの見世物に使い，童話の主人公「親指トム」に
ならい，彼に将軍の肩書をつけて名士に仕立てあげ，欧米を巡業して大当りを
とった。続いて1850年にはヨーロッパで人気絶頂にあったスウェーデンのソプ
ラノ歌手ジェニー・リンドをアメリカに呼び，コンサート・ツアーで大儲けを
している。さらに1881年にはロンドン動物園から譲り受けた巨大なアフリカ象
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の「ジャンボ」をアメリカに輸入し，サーカスの人気者にした。これらの大成
功はいずれも彼一流の「マネージメント」の巧みさに負うているという。
「親指トム」を伴ってイギリス入りした1844年の興業で，バーナムの最初の
戦略はリバプールの各新聞社の編集者に接近して，広告を出す代りに提灯記事
をのせてくれるよう持ち込んだ。アメリカでは，これまでこの手で成功を収め
てきたのであるが， リバプールでは通じなかった。続くロンドン興業にさいし
ても同様に小びとをつれて各新聞社を回ったが，承諾がとれたのは『絵入りロ
ンドン・ニュース」一社だけであった。次の手は人脈を利用することであっ
た。ニューヨークを発つさい『ニューヨーク・トリビューン』からロンドンの
アメリカ大使あての紹介状をもらっていた。大使を通じて王室家政官に，そし
て遂に王室に近づいた。「親指トム将軍」は王子達の遊び相手を務めてヴィク
トリア女王からプレゼントを戴いた。この栄誉は何よりも有効な宣伝材料で直
ちに各新聞にとりあげられた。彼はまた貴族をレセプションに招いて「親指ト
ム」の売り込みにつとめた。前宣伝のお蔭でロンドンのエジプト館で開かれた
見世物興行は成功して 1日平均500ポンドの収入をあげたという。マスメディ
アであれ有名人であれ，利用価値のあるものは何でも利用するというのが，広
告を知りつくしたバーナム流の「マネージメント」であった。
サーカス興業をめぐって新聞などに出た移しい広告宣伝をまとめて，彼はバ
ーナム自伝 Lifeof P. T. Burnum Written by Himself, 1855 (改訂，リプリン
ト版多数）として公刊した。 その一部は1858年，再度訪英のさいにも「金儲け
の科学とぺてんの哲学」 (TheScience of Money Making, and the Phiiosophy of 
Humbug)と題してロンドンのセント・ゼームズで講演された。 自伝の中で彼
は，サーカス興業という彼のビジネスをどのようにして成功させたか，集客の
ための広告宣伝はどのようになされたか，手の内を公開した。たとえばイギリ
ス人の王室に対する感情を計算に入れた宣伝が的中して親指トムのロンドン興
業が成功したのはその一例。しかし同書の受けとめ方は英米では相反した。ア
メリカでは広告宣伝術の奥儀が公開され面白い読み物であっても，イギリスで
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は当然のことながら批判の的になった。それは，いわば願しの手口を暴露した
ようなもので，本来秘すべきことを公開して得々としているバーナムは，最も
下劣な男というのが大方の印象であった。
イギリス人の感想を代弁したと思われる匿名の書評が同年， 『フレイザース
・マガジン」 (Fraser'sMagazine)にのった。「世の中には意外な物好きがいる
もので，自分の恥を自ら天下にさらし，自らさらし者になって腐った卵や猫の
死骸を投げつけられるのを期待する者がいる。実はそんな変り者にぴたりの人
物が実在する。フィニアス T.バーナムという男は彼のいう「マネージメン
ト」によって莫大な富を築き，しかもその汚い「手口」を自伝の中でおおっぴ
らにしている。彼はその手口を説き明かすのに何ら悪びれるところがないばか
りか，そんな悪事を誇りにさえしており，吐き気を催すような虚言や欺購行為
をまるで慈善行為をした者が手柄話でもするようにひけらかしている。·…••そ
んな数かずの恥ずべき行為が書かれた本にわざわざ自分の名を冠せるという図
太い神経にはただ恐れ入るばかりで，わが国にはかつてこんな厚かましい男が
いたことは無いと信じている。……同書は軽犯罪ないし生活妨害にあたる」
（『フレイザー ズ・マガジン」 1855)4)。
バーナムの自伝に対するイギリス人のネガテイプな態度，言い換えれば儲金
けのためには手段を選ばない人間に対する嫌悪感は，当時のイギリス人の多く
が抱いていたアメリカ人観であったのかもしれない。上記の書評子は「アメリ
カ人に共通の「ドル万能」の精神を同書ほど鮮明に表現したものはないが，そ
れはアメリカ人の国民性の汚点である」と言っている。またフィッツサイモン
ズによれば， 「バーナムは広告（パプ））シティ）に最高ないし究極の価値を認め
た最初の人で，彼はどんな種類の広告でもしないよりは良い，また新聞があな
たの名前をのせておれば，そこに書かれている中味などどうでもよいと考えて
いた。」訪英以前，彼の名はイギリスではほとんど知られていなかったが， 滞
英中の派手な行動によってバーナムの名は全国に知れ渡った。以後，人目を引
くような行動をする人， 自己顕示欲の強い人を， 単に人間タイプをいうとき
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も，軽蔑の意味を込めていう場合も， ともに「バーナム風」 ("Barnum -like" 
または ''Barnumesque")と呼ぶことがはやったという。
イギリス人のアメリカ人に対する上述のようなイメージは， 19世紀末から20
世紀初頭にかけて大きく変化した。ドイツと並ぶ「工業界の巨人」アメリカエ
業のイギリス侵略を印象づけたのは， 1890年代の自転車プームの頃で，規格部
品による大量生産技術から生まれたアメリカ製自転車の挑戦であった。続いて
1903年にはフォードがイギリスで自動車の販売に乗り出し， 1908年には輸入し
た部品を組み立てる新会社フォード・モークー社がマンチェスターに設立され
たことであった。同社は1913年，イギリス最大の自動車メーカーであった。伝
統的に多品種少量生産方式のイギリス工業は，同質的で広大な国内市場をベー
スにした少数標準品の大量生産方式をとるアメリカには太刀打ちできなかった
のだ5)。
アメリカの広告産業がイギリスに差をつけるのも同じ時期であった。経営史
家ダニエル・ボープによると，アメリカでも「南北戦争の時代には広告産業は
実際には存在しなかった。近代的意味での広告代理店は知られていなかった。」
その頃全国広告を出していたのは売薬メーカーぐらいであろう。その後アメリ
カ経済は小企業による自由競争の時代から寡占的大企業の時代に移っていく。
そして「19世紀末から20世紀初頭には，広告はアメリカの社会・文化を象徴す
る存在となっていた。」この時期に「アメリカ広告の変容を著しく促進した大
変化は大規模製造業者が商標のついた標準品のための全国市場を発達させたこ
と」で，彼らにとって広告は「広範な寡占的消費財市場における適切な競争方
法」になっていたのである。それから第一次大戦までに毎年の広告支出は10億
ドルを超え，プロクター＆ギャンプル，グッドイヤー・タイヤ，クェイカーオ
ーツ（食品）など最大手の広告主は1920年には雑誌広告だけで100万ドルを突破
し，広告代理店の機能も現代のそれに近づいていた6)。
停滞的なイギリス工業とは逆に，躍進するアメリカ工業の現実がイギリス人
の対米先入観を変え，ショッキングであったアメリカ商法ーーたとえば有名人
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の家庭に薬り函を配ったり，王室の家族に対して即金払 5分引きで辞書を売る
など一ーや「バーナム風」広告宣伝術を身近なものにした。ヴィクトリア女王
一家に辞書を売るのに即金なら 5分引きという取引条件は，イギリス人には想
像もできない無礼な商法であっても，アメリカ社会ではごく当り前であろう。
ロンドンに店舗をもつ当のアメリカ人は『アドヴァタイジング・ワールド」
(1903年3月）とのインタビューで，「残念ながらこの国の商業道徳は一般にわが
国より高いことを認める」が，同時にイギリスの対外競争力が低下しつつある
ことも事実です， とコメントしていささかも臆するところがない。 20世紀初
頭， イギリス市場にはアメリカ製品が広告宣伝を武器に押し寄せていた。「ア
ドヴァタイジング・ワールド」 (1902年8月）は「この12カ月の間，アメリカ人
の取引高は俄かに急増して膨大な額に上っており，アメリカ人広告主はこの国
の広告スペースの大手ユーザーになっている」と報じている。事実，イギリス
市場にはさまざまなプランドのアメリカ製加工食品（クエーカーオーツ，グレー
プナッツ，インスタント・ボスタム，フォース・フード，シュレデッド・ウイート，ハイ
ンツ・ベイクト・ビーン）や家庭用洗剤， それに効き目のあやしい各種家庭薬が
あふれており，それらのマーケティングは広告代理店を通じ，または企業自体
により，さまざまの広告媒体を駆使してなされていた。したがって広告表現に
控え目であったイギリスの新聞雑誌の態度はアメリカのビジネスマンの目には
物足りなく非協力的と映ったようである。
世紀末， イギリス産業界がアメリカ製品の競争， いわゆる「アメリカの侵
略」， の脅威にさらされているとき， イギリスの保守的な広告業界もロンドン
に進出してきたアメリカ広告業の影響をうけていた。
1890年代のロンドンでは数人のアメリカ広告業者がアメリカ企業を相手に活
発な事業を営んでいた。彼らはイギリス広告業者のクライアントを奪取しよう
とはしなかった。たとえばボールE.デリック商会は 1896年に支店を設けたが
主たるクライアントはクェーカーオーツ， リーガル・プーツ社， 洗剤のフェ
アバンクス社，セリグマン社などアメリカ企業が中心で，他はアメリカ市場に
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広告を希望するイギリスやヨーロッパの企業であった。支店の運営は15年もア
メリカで広告の実務を経験し，ヴァンホーテン・ココア， ピアス石鹸， ビーチ
ャム家庭薬などイギリスの有名商品をアメリカ市場で広告してきた英人 H.ボ
ウエル・リーに一任してきたが，彼が独立したのを契機にデリック自身が経営
に当ってきた。デリックは従業員の週休2日制をイギリスに導入した進歩派で
あり，広告界の論客であった。第一次大戦当時はアメリカ人でありながら英国
政府の信任が厚く，徴兵局の広報活動に携って重責を果たしている。他の一例 ・ 
は次に述べる J.ウォルター・トンプソン社である。 ちなみに「ジョニーウォ
ーカー」ウイスキーや朝食セリアルのクェーカーオーツのシンボルになってい
る例の人物像はデリックの創作といわれている。
トンプソン社がロンドンに進出してきたのは1899年であった。 1916年，第一
次大戦のため一時閉鎖した時，同社はアメリカとカナダに支店をもつアメリカ
最大の広告会社に成長していた。 ロンドン支店の役割は広告スペースの販売
で， イギリスや欧州の企業にアメリカでの広告を奨めることであった。戦後
1919年再開。ビジネスがスペース・ブローカーから広告代理店業務全般に展開
するのは1927年からであった（第4節）。
アメリカの広告文化をイギリスに伝えたのはアメリカ人ばかりではなかっ
た。長い在米生活の経験から，それを身につけて帰国し，イギリスの広告業界
で成功した人物もいる。その典型はサー・チャールズ・ハイアム (1876-1938)
である。彼は11歳で渡米，さまざまの職場を体験したのち1904年に帰国，広告
代理店 (Spotiswoode,Dixon & Huntingおよび W.H. Smith & Sons社）に勤務
したのち独立， 1911年資本金500ポンドの広告代理店を開業，その後成功して
広告界きっての名士となり，戦時中，政府の広報活動を援けた功で1921年，業
界最初のナイトの位を受けている。ハイアムの多彩な業績の一つはインド・セ
イロン紅茶をアメリカ市場に広めた宣伝活動である”。 アメリカ人がイギリス
人にチューインガムを馴染ませたのに対抗してアメリカ人を紅茶党にしようと
いう大作戦である。 19世紀末，アメリカ人がチクルに甘味や香料を加えて商品
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化したチューインガムが，第一次大戦後イギリス市場を急襲し，大々的な宣伝
力をかりてイギリス人をアメリカ的嗜好と風習に同化させようとした。次はイ
ギリス側から紅茶の逆襲である。インド・セイロン紅茶の業界では， 1920年ア
メリカに禁酒令が出されたのを契機に 5カ年 100万ドルの宣伝費を投じて売り
込みを策し，計画実施のすべてはハイアムに一任された。彼はかねてから「集
団広告」 (collectiveadvertising)の熱心な提唱者で， ー企業単独であれば新聞
の片隅に小さな広告しか出せないが，同業者すべてがまとまれば全面広告が出
せると主張していた。 1924年からフィラデルフィア，ニューヨーク，ボストン
等大都市の有力紙には毎週「アフタヌーン・ティー」に「インディアン・ティ
ー」を飲もう，の広告が登場し，お茶の効用と正しい滝れ方が宣伝された。ま
た同じ年の春，新聞で懸賞論文を募集した。テーマは「私はなぜインド紅茶が
好きか」。一等の賞金は1,000ドル，反響は大きく応募数は 1万2,000通を超え
たという。また1925年にはシカゴトリビューンの放送局からラジオを通じて 3
夜連続， イギリス人のアフタヌーン・ティー（午後の喫茶）の習慣を紹介し，
その効用を説いた。宣伝は奏効してアメリカにおけるインド紅茶の消費は， 日
本茶の後退とは逆に着実に拡大していった。
以上のように19世紀末から第一次大戦までにイギリス人のアメリカ人に対す
る認識が一変したように，アメリカ流の広告宣伝に対する態度も変った。かつ
ては願しのテクニックを暴露するような粗野で厚顔無恥な人間として，バーナ
ム型アメリカ人を軽蔑し嫌悪したイギリス人も，産業界の変化と広告人の交流
を通じて， いつしか活発な広告活動を含むアメリカ式商法に馴染むようにな
り，政府自体が戦時の広報活動にアメリカ人広告業者を重用するまでになった
のである。
I イギリス広告市場における英米業務提携ー―—両大戦間
ヨーロッパでは1920年代中頃から経済復興が軌道に乗り始めるが，各国とも
程度の差はあれ保護貿易主義をとるようにある。自由貿易を堅持してきたイギ
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リスですら，戦時(1915年）に設けられたマッケナ関税を戦後も残しており，さ
らに1921年には自動車産業を育成するために産業保護法が制定され，輸入車に
従価33¼彩の関税が課されるようになる。そして大不況以降はイギリスも他の
国と同じように保護貿易時代に入る8)。 これに対抗してアメリカはすでにカナ
ダで試みてきたように，ョーロッバ内に工場を設けたり，現地企業を買収して
欧州市場に参入することになる。つまりヨーロッバに対して直接投資をおこな
ったのである。その結果，イギリスでは1914年に約70社であったアメリカ系企
業は1936年には224社に増加し，自動車や電気製品など標準化された機械製品
を大量生産する大企業の多くはアメリカ大企業の子会社という状況になる。そ
の中にはシンガー社，インクーナショナル・ハーヴェスター，フォード，ュー
ナイテッド・シューマシナリー，ジェネラル・エレクトリック，ウェスティン
グハウス，ウェスターン・エレクトリックが含まれていた9)。 このほか大手石
鹸・化粧品メーカーのプロクター＆ギャンプル (P&G)も1930年にニューキャ
スルの石鹸メーカー， トマス・ヘドリー＆サンズ社を買収してイギリスに進出
し，イギリスのリーバー社に挑戦している。
そうしたアメリカ系多国籍企業による広告需要に応えたのは主としてアメリ
カの広告代理店であって，イギリスの代理店ではなかった。そのさいアメリカ
の代理店が多国籍化し，ロンドンに独立した事務所を構えて本格的な広告業務
に乗り出すケース（たとえばフォード社の世界市場戦略にともなって， 1929年11月にエ
アー社がロンドンに進出してきたケース）は稀で， イギリス市場の実情に明るいイ
ギリスの広告代理店と業務提携するのが普通であった。 1925-1930年代には英
米広告業者にとっては提携方式が双方に有利であったからである。アメリカの
広告代理店がイギリスの広告代理店を買収し，ロンドンで広告業務をフルに展
開するのは第二次大戦後の傾向である。
はじめに N.W.,エヤー＆サン社のロンドン進出のケースについて考えてみ
よう。フィラデルフィアの N.W.エヤー社は当時， ニューヨークの J.ウォ
ルクー・トンプソン社と並ぶアメリカ最大の広告代理店で，手数料公開制の導
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入，市場調査から広告コビーの製作にいたる幅広いサービスの開拓，ワナメー
カー百貨店の広告やナショナル・ビスケット社の「ユニーダ・ビスケット」
の広告キャンペーンなどの成功でのし上がった業界の名門で， 今も健在であ
る10)。以下に述べる同社のロンドン進出とフォード社との関係は， 同社の社
史 R.W. Hower, The History of an Advertising Agency, N. W. Ayer & 
Son at Work 1869-1939, 1939. によっている。
N.W. エヤ一社が本格的に海外に手を拡げるのは初めてのことであった。
それまではヨーロッバの企業からアメリカ市場での広告を依頼されたことはあ
ったが，いずれも小口であった。ふつう海外で広告を希望するアメリカの企業
は現地の広告代理店か， ニューヨークの輸出広告専門業者に依存していた。
1919年， アメリカの得意先から外国での広告について照会があったとき， 「卒
直にいって当社は輸出業務については何も知りません。••…•お得意様に対して
お役に立つような助言ができるような立場にはありません」と答えている。し
かし1926年までにビクター・トーキング・マシン社， R.J. レノルズ・タバコ
社などから，さらに1927年にはカリフォルニアのプルーン生産組合から，海外
進出を奨められ，輸出広告コビーの研究や諸外国の市場調査に取り組まざるを
えなくなっている。その時点で最も進出し易い国はイギリスであった。そこに
は同社のお得意先がすでに何社か進出していたからである。
エアー社が海外進出に踏み切る直接の契機となったのはフォード社の要請で
あった。フォード社は早くからイギリスに組立工場をもっていたがイギリス人
の広告にはかねてから不満を抱いていた。 1927年末，新しいA型車の発売を機
に宣伝業務をエアー社に申し入れてきた（ちなみに同年，ジェネラル・モーター社
は J.w. トンプソン社と海外広告の契約を結んだ）。 1928年， エアー社は幹部によ
る準備調査を経て本格的な進出を決意し， 1929年11月1日ロンドン支店がオー
プンした。マネージャーはフィラデルフィアから，スタッフは現地採用のイキ
リス人という組み合わせであった。一部のイギリス企業が外資系広告会社に敵
対感をもっていた当時，イギリスの得意先を獲得するにも，コスト面からいっ
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ても，それが妥当な方式で，その後のラテンアメリカ進出の場合も同様の方式
が踏襲されたという。
イギリス市場に販路拡大を狙うアメリカの大手広告主とともにイギリス広告
市場に参入した他の代理店の例としては，グッドイヤー・クイヤーズをクライ
アントにもつアーウィン・ワッセイ社 (1919),パームオリーヴ・ ソープやペプ
ソデント・トゥースペーストをもつロード＆トマス社 (1922), エッソをもつマ
ッキャン・エリックソン社 (1920年代初頭），クェーカーオーツを宣伝するポー
ルE.デリック (1929)などがあげられる。
1920年代のアメリカは周知のように耐久消費財プームの時代であり，消費者
金融と広告産業が高度大衆消費時代の新しいライフスタイルを形成した時代で
あった。たとえば1929年，自動車・ 家具・ガスストープは70%, ラジオ75彩，
ビアノ80鍬掃除機85彩，洗濯機・電気冷蔵庫・ミシンは90彩が月賦販売で売
られていた。また1920年代に広告費が多かったことは 4大誌の一つで，代表的
な婦人雑誌『レディース・・ホーム・ジャーナル』の広告統計（図2)に明らか
図2 「レディース・ホーム・ジャーナル」にみる広告量の推移 1901-41
（ペー ジ数）
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である。広告の世界でイギリスとはっきり違っていたのはスボンサーつきのラ
ジオ広告が普及していたことである。イギリス広告産業にとっても1920年代は
黄金時代であって，対米競争にはなお自信の程をのぞかしており，多国籍企業
とともに伸びるアメリカ広告産業の国際的ネットワークが，やがてイギリスの
業界に与える脅威については未だほとんど気付いていなかった。
たとえば広告業界のリーダーの一人 w.s.クローフォードは， 1920年に次
のような強気の発言をしている。
「イギリスの広告専門家は広告センスの点では，アメリカの同業者から学
ぶところはほとんど無い。したがって，これからも彼らにひけをとらない先
進的， 進歩的な営業を続けていくだろう。」（「アドヴァタイジング・ウィークリ
」ー 1920年3月26日）
また同年， 大手広告代理店のサー・チャールズ・ハイアムも同誌の中で， ァ
メリカ製造業者のイギリス進出を歓迎し，イギリス広告代理店の業務が大幅に
増大することを期待していた。というのもアメリカ企業の広告需要が増加する
だけでなく，それに刺激されてイギリス企業の広告費もふえるだろう，という
楽観的な読みがあった。アメリカ通のハイアムですらイギリス市場に参入する
アメリカ広告主のビジネスの多くが，やがてアメリカ系広告代理店に流れるこ
とを予見できなかったのである。広告業者ハロルド・ヴァーノンは1924年のロ
ンドン世界広告会議に出席したアメリカ広告人に向けて次のような広告を出し
ている。
「ヴァーノンはイギリス市場を知っている。当社は英国内で一流商品の
販売を切望されている合衆国の製造業者や広告代理店からの照会を歓迎す
る」
イギリス人向けの広告はイギリスの業者に委せるのが最良という自負がうかが
える。
以上のような雰囲気から英米代理店の業務提携が広まった。たとえば世界広
告会議をロンドンに誘致したサー・チャールズ・ハイアムは1920年にシカゴの
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ウィリアム ・H.ランキンと契約を結んでおり， ランキンのイギリスにおける
得意先の広告はハイアムが一手に扱い，逆にアメリカ市場での広告はすべてラ
ンキンに一任していた。世界広告会議以後，こうした提携契約は増加し， 1920
年代後半と1930年代にはそれが一般的になっていたという 11)0 
I アメリカ広告業のイギリス侵略 ー一第二次大戦以降
1 第二次大戦一ー広告冬の時代
「耐乏と統制」の1940年代は広告産業にとっては冬の時代であった。主要な
メディアは新聞であったが，用紙の不足から商業広告は激減した。 1940年， ヒ
ットラーのノールウェー侵攻以来，新聞用紙の輸入が減って用紙が配給制にな
り， 日刊紙のページ数は大幅にカットされた。ほとんどの日刊紙が20ページか
ら4ページ建てになり，日曜紙は 6ページないし 8ページに激減した。広告ス
ペースの不足から広告料も値上げされ，たとえば「デイリー・エクスプレス」
の広告料は1939年には 6ボンド10シリングであったのが1945年には12ボンドに
上がっていた。したがって大手の広告主でも，戦後に備えて貴重な資産の「の
れん」を維持していく程度の新聞広告しかできなくなっていた。また欧州大陸
から流されていた商業ラジオ番組もナチスの宣伝放送にとって代られていた。
戦時の最大の広告主は政府であった（表5)。1940年3月と1945年 6月の間に
政府各省庁が支払った広告費の総額は 950万ポンドで，そのうち国民貯蓄委員
会が225万ボンド，食糧省が200万，ほかに情報省の支出が大きかった。政府
は配給通帳，ガスマスク，身分証明， 空襲待避所について解説し， 国民に徒
歩，節食，貯蓄，倹約を奨励し，馘口を訴えた。商業広告にかすかな光明が見
え始めるのは1946年6月6日，連合国軍がノルマンディ上陸を開始するDデー
以降である。
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表5 戦時における政府の新聞広告費支出 1940-45
支（百万出ポンド額） 1新め聞る割広告合全体(%に)占
1940 2.8 6 
1941 4.8 14 
1942 4.2 14 
1943 4.3 15 
1944 3.9 13 
1945 2.9 10 
（資料） Statistical Reviews 1940-45. 
（出所） West, op. cit., p. 54. 
2 「豊かな社会」をおおう広告の弾幕
1950年代半ば，端的にいって1956年頃からイギリスは自由と繁栄の時代を迎
える。大衆消費，大衆娯楽に彩られた「豊かな社会」の到来である。 1人当り
実質国民所得は急上昇した。戦前の 1924-37年の成長率は年率1.1彩であった
のが， 1954-64年には2.2彩になり，大衆は空前の消費プームをエンジョイし
た。 1930年代から始まっていた小売革命が爆発して，チェーンストア，スーパ
ーマーケットは大繁昌し，耐久消費財が普及した。たとえばモータリゼーショ
ンである。 1945年に150万台であったのが1955年には600万台を越え， 1965年に
は900万台を突破した。消費パターンの変化は職業婦人の増加とも関連してい
た。たとえば，さまざまのコンビニエンス・フーズ（簡便食品）に対する需要の
増加や大店舗でまとめ買いする傾向があげられる。職業婦人の増加はまた車や
冷蔵庫の需要を高めるとともに，それを購入する家計のゆとりをもたらした。
家事労働を節約する掃除機や台所用品の普及についても同じことがいえる。
1951年には肉体労働者の61彩が2週間の有給休暇を付与されていたが， 1955
年には96%に及び，休暇期間はさらに伸びる傾向をみせた。若者の意識も大き
く変った。ボビュラー音楽が大流行し，若者はジャズのリズムに酔い，既成の
社会秩序に反逆した。ここで見逃してならないことは，こうした大衆の物質的
繁栄の背後に，それを煽った商業テレビジョンと大量広告の影響力があったこ
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とである。 1950年代の広告費の大幅な伸びに注目されたい。「農かな社会」，そ
こにきらめく広告の弾幕は，堅実な中産階級の間に残っていたヒ゜ューリタン的
価値観をさらに弱め，時代おくれにしてしまった。男女を問わず大衆の生活の
上におこったさまざまの変化は，一言でいえば「アメリカニゼーション」とい
うことではなかろうか。
1950年代半ばからの大衆の豊かな生活をかりに「アメリカニゼーション」と
すれば，その特徴の一つは消費の画ー化ということである。画一化には大量広
告とりわけ商業テレビの影密が大きい。「消費者が買う商品も， それを売る商
店も，ともに画ー化する傾向（ユニフォーミティ）がすでに両大戦間から明らか
になっていたが，その傾向は大量生産と広告の偉力に助けられてますます強ま
ってきた。事実，広告業はイギリスで最も成功した産業の一つになった。わけ
ても独立テレビジョン公社の設立以降は明らかである」12)(シドニー ・ボラー ド）。
イギリスのテレビ放送は1937年に始まったが戦争の勃発で中断された。戦後，
BBCの独占に対する批判が高まる中で， 1954年，テレビジョン法が制定され
た。それによって民放にあたる独立テレビジョン公社 (IndependentTelevision 
Authority略称 ITA)が創設され，商業放送を流すようになる。 ITAは
1972年に独立放送公社 (IBM)と改称される。 ITAは商業放送施設の管理・
運営の責任を負うが，テレビ番組の制作は民間テレビ局があたり，番組を提供
するスボンサーからの広告収入によってそのコストをまかなう仕組になってい
た。この点で日本の民放とは異なる。広告産業の発展にとって，視聴覚メディ
アとしての商業テレビの登場は画期的で，広告代理店はアメリカから専門のプ
ロデューサーを招いた。情緒性の強い訴求力をフルに活かした番組は大衆をひ
きつけ，消費動向に大きな影轡力をもつようになる。 1950年代半ばからのテレ
ビの普及は目覚しかった（表6)。1954年の受信者数300万が1958年には800万，ヽ
1968年には1,500万に急増した。テレビに食われて新聞広告のシェアは減小し，
入場者の減少した映画館はめっきりさびれた（表7)。テレビ広告の普及が広告
費の激増（図3)をもたらしたことはいうまでもない。
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表6 テレビの普及 1950年代
受信（千者）数 増加数
1950 382.3 
1951 857.4 475.1 
1952 1,517.5 660.1 
1953 2,411.5 894.0 
1954 3,398.4 986.9 
1955 4, 651. 0 1. 252. 6 
1956 5,876.5 1,225.5 
1957 7,162.0 1,285.5 
1958 8,164.0 1,002.6 
1959 9,379.6 1,215.0 
1950 10,554.2 1,174.5 
（出所） John Spraos, The Decline of 
Cinema, 1962, p. 24. 
表1 メディア別広告費の変遷 1938-1979 (形）
119381194811954 I 1960 1196511970 1975 1979 
全 国 紙 25 14 17 20 20 20 17 16 
地 方 紙 27 31 31 21 24 26 29 28 
般 雑 誌 15 13 19 12 11 ， 8 ， 
業界専門誌 12 16 13 10 ， 10 ， 10 
その他の刊行物 2 1 1 1 1 2 2 3 
発行社生産費 5 8 6 5 4 6 5 6 
出版物合計 85 83 88 71 70 72 70 70 
テレビジョン 22 24 23 24 22 
ボスター，交通広告 8 14 ， 5 4 4 4 4 
映 画 3 4 3 2 1 1 1 1 
ラ ジ オ 3 1 1 1 2 
（出所） James Currau,'The Impact of advertising on the British mass 
media,'in Richard Collins and others eds., Media, Culture and 
Society, A Critical Reader, 1986, p. 313. 
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図3 新聞・テレビ広告費 1933-70
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（出所） West, op. cit., p. 50. 
3 アメリカ広告業の侵略
復興後のイギリス経済を支配したのは他の西欧諸国と同様に大企業体制であ
った。製造業においても小売業においても，ひたすら規模の経済が追求され，
イギリスでも企業合同や乗っ取り（テイク・オーバー）の時代がやってきた。競
争に生き残るのは大企業という信条から Bigis beautiful (大は美なり）がビ
ジネスの世界のスローガンになると，とっくに時代おくれになっていたイギリ
スの伝統的企業形態一ー法律上は株式会社，実質的にはパートナーシップない
し同族企業，いわゆる「プライベイト・カンパニー」一ーはますます不利にな
り，苦境に追い込まれていく。最大の脅威はアメリカ系多国籍企業による劇的
な挑戦であった。そのインパクトの激しさは『アメリカの侵入』『アメリカの
挑戦』『イギリスにおけるアメリカの乗っ取り』といった著書の氾濫にもうか
がえる。 1950年代後半から巨大な国内市場と進んだ経営のノウハウをもつアメ
リカ系多国籍企業は，洗練されたマーケティング技術をもち多国籍化したアメ
リカ系広告会社と手を携えてイギリス市場に侵入してきたのである。
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マイラ・ウィルキンスによれば「1950年代後半と60年代において，過去にお
けると同様に，すべてのヨーロッパ諸国のうちでも特にイギリスに対する合衆
国直接投資が最も多かった。 1960年のイギリスは，合衆国権益を最大にもつ国
として，（カナダに次いで）第2位を占めた。……その理由はむしろ， 従来と同
様，アメリカ人がイギリスで事業をおこなうのが比較的容易であったことや，
言語上の問題もなかったからに他ならない。」イギリスには不慣れな規則，労
使慣行があったが「本質的にはイギリスにおける社会と文化パターンはなお，
アメリカ人にとっては異国のものではなかった。」それに将来の EECの対外
共通関税を考慮に入れると， 「イギリスで事業活動をおこなうアメリカ人は，
そのイギリスの基地を，英連邦諸国またはヨーロッパヘの輸出販売拠点として
利用できる」という利点があった13)。多国籍企業に関するもう一つの研究によ
れば， 1945-60年の間，合衆国は国際投資の増加分でいっても，また多国籍企
業の新規子会社数でいっても， 全体の約3分の 2を占めており， その割合は
1960年代には約半分近くになっていた。さらに1946-61年の間，アメリカ系多
国籍企業の子会社のほぼ36彩はヨーロッパに存在していた。しかもそれらのア
メリカ系多国籍企業の広告宣伝活動の大半は，同じく多国籍化した広告代理店
によってなされていたと考えられている14)0
戦後アメリカ広告業界が活発に国際ネットワークを拡げているとき，イギリ
スではかなりのスケールで多国籍化した広告会社は，わずかにロンドン・プレ
ス・エクスチェインジ社 (LondonPress Exchange)とコールマン社 (Colman,
Prentis & Varley)があげられるぐらいで，その他(S.H. ベンソン払メイシアス
・ウインウィリアムズ社，ロイズ社）はいずれも小規模であった。 LPEは1948年
から子会社インクム (Intam)を通じて多国籍化し，イギリスの輸出業者のため
に広告サービスを開始し， 1965年までにLPE全売上高の約 3分の 1にあたる
3,000万ボンドを稼いでおり， 1966年の支店網は南アフリカ，西ヨーロッパ，
スカンジナビア，南北アメリカ，極東，オーストラリアに及んでいた。一方，
コールマン社は1958年までにフランス， イクリア， ベルギー ， カナダ， 合衆
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国，コロンビア，ヴェネズエラ， トリニダードそして1960年にはチリーにも支
店をもっていた。さらにドイツの広告代理店を買収して南アメリカにも手を拡
げた。クラ・イアントの中には自動車のオペル，固型スープのマギー，電機メー
カーのアー・エー・ゲー (AEG)なども含まれていたという 15)。
ここでアメリカ広告技術の先進性を示す一つの事例をあげておこう。それは
アメリカの広告文献の中で， ロッサー・リーヴスの Realityin Advertising, 
1961 (箕浦弘二訳「宜伝術」 1963)がイギリスで愛読されていたことである16)0 
著者リーヴス (RosserReeves, 1910年生まれ）はアメリカの広告代理店テト・ベ
イツ社のコピーライターから会長になった人物で 1950年代， USP(ユニー ク
・セリング・プロボジション）の提唱者として知られている。 J.E.ケネディがい
ったように広告は「印刷されたセールスマン」 (Salesmanshipin Print)であ
る。どのプランドにも他社にない特別な利点，優位性があるはずだ。そこを強
調して大衆を動かすという主張である。周りの競争相手から自社の商品を差別
化するために，その特徴をいかにして訴えるか，が熱心に研究されていたので
ある。アメリカ企業社会における競争の激しさが当時の進んだマーケティング
の理論の背景にあったことはいうまでもない。
バートナーシップないし同族的な経営形態をとるイギリスの弱小広告業者が
選んだ進路は，結局，豊富な資金力と，競争を通じて磨かれた広告技術，をも
つ強大なアメリカ系広告業者と合併することであった。次にイギリス広告業が
アメリカ資本に買収されアメリカナイズされる過程を，既に述べたコールマン
社，ロンドン・プレス・エクスチェインジ社およびリンタス社 (Lintas)の場合
についてみてみよう。
コールマン・プレンティス＆ヴァーレ一社 コールマン社はアメリカ企業と
合併したイギリス大手広告業者の第一号。同社の創立は1934年， 1950年には業
界第10位を占めていた。同社の欧州支店は好調であったが，ニューヨーク支店
は不調で，ゲイヤー広告会社に買収された。他方ロンドンの本店と他の海外支
店はニューヨークのケニョン＆エッカート社と合併して同社の株式の25彩を受
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けとるが， 1973年には実質的な経営権はすべてケニョン社に移っていた。
ロンドン・プレス・エクスチェインジ社 同社は1892年の創業以来，表 3で
示したようにイギリスの代表的広告代理店の一つであったが， 1969年，アメリ
カ人のパートナーで15,000株をもつシカゴのレオ・バーネットによって買収さ
れ，イギリス人は議決権のない僅かの株式を保有するのみとなった。社長のデ
イヴィッド・ダットンはレオ・バーネットの下に営業担当重役となる。
リンタス社 同社のケースはやや特殊である。同社はもともと石鹸・マーガ
リンで有名なリーバー・ブラザース社 (1929年，オランダのマーガリン・ウニ一社
と合併してユニリーバ社）の広告部門を担当する子会社として 1928年に設立され
たものであったが， 1960年代ユニリーバ社が広告宣伝を重視するアメリカ流の
経営方式をとり入れ，他の広告会社を使うことが多くなったため， リンタスは
ユニリーバ社以外のクライアントに広告サービスを提供しはじめた。ユニリー
バ社との相互依存が弱まっていた1970年， リンタス社はニューヨークのサリヴ
ァン・ストラウファー・コルウェル＆バイレス社と合併して SSCBー リンタス
が設立され， リンタス社の株式の49形は SSCBに買いとられた。ユニリーバ
社にとっては，これにより宣伝活動の国際的ネットワークがいっそう強化され
ることになる。
アメリカナイズのもう一つの例は，ニューヨークに設立された子会社が成長
して，英本国の親会社にとって代ったケースである。
ベンソン社 S. H. ベンソン (1854-1914)によって1893年に創設された会社
で，両大戦間に「ギネスは体力をつける」の名文旬でギネス（ビール）を売り出
したのを始め，かずかずの広告キャンペーンで注目を集めた広告界の名門。ベ
ンソン社は提携関係にあったニューヨークのニーダム・ハーパース＆スティア
ース社との合併を決意したが，ュニリーバ社との取引をめぐる両者の対立から
合併は不調に終っていた。ベンソン社はしかしアメリカ市場で成功した唯一の
イギリス広告会社であった。同社は他の大手広告会社メーザー＆クロウザー社
(Mather & Crowther)と共同出資でニューヨークにベンソン＆メーザー社を設
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立し，イギリスの比較的小さな広告主のために代理店サービスを営んだ。ニュ
ーヨークの子会社は後にイギリスの親会社から独立してオーグルヴィ・ベンソ
ン＆メーザー社と改称。同社は後にイギリスの親会社メーザー＆クロウザー社
を買収して新たにオーグルビー＆メーザー・インターナショナル社 (Ogilvy& 
Mather International)を設立し， 1964年にはアメリカ系以外では世界最大の広
告会社となる。さらに1972-73年には経営不振に陥っていたベンソン社の内外
の店舗網をも買収した。
1967年までにアメリカ広告会社によって買収されたイギリスの広告会社は32
社に上った。その中でも注目すべきは1959年にアメリカのテド・ベイツ社によ
るジョン・ホプソン社の買収である。 コールマン・プレンティス＆ヴァーレ
一社の専務取締役をしていたホプソンはキャドベリー社のカップ・チョコレー
ト，ボーンヴィル・ココアという有力なお得意を携えて195辟Fに同社を退職し
て独立した。ホプソン社の潜在的能力を見込んだアメリカのベイツ社は，ホプ
ソンを現職につけたまま丸ごと同社を買収，ホプソン・ベイツ社としたが，ホ
ブソンは1968年まで同社の支配人の地位に留っていた。ロンドンの広告会社を
買収・合併してイギリスに進出したアメリカ広告会社の例は，ほかに1959年の
ベンソン＆ボウルズによるラム＆ロビンソン社の買収， 1960年のアーウィン・
ワッセイ社によるクレーン・パプリシティの買収，それに1961年，マッキャン
・エリックソン社（コカコーラの世界的宣伝で有名）によるプリチャード＆ウッド
社の買収などがあげられる。
世界の広告業界におけるアメリカの優位について，『エコノミスト』 (1969年
9月13日）は次のように述べている。「国際的統合がますます重要になってい
る。昨年の世界の広告費 8兆ボンドのうちアメリカの支出はその半分を優に上
回っているから，広告の国際性ということは大まかにいって広告のアメリカニ
ゼーションを意味している。世界広告業のトップ10社の中にはヨーロッパの広
告会社は一つも入っていないし，ロンドンの広告会社トップ6社のうち 4社は
アメリカに親会社をもっている。その中で J.ウォルター・トンプソン社はイ
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ギリスでも世界でも第一位である（ロンドンの扱い高2,000万ボンド余は同社全体か
らみれは 10分の 1にも満たない）。……最大の国際的統合が今年の初夏にみられ，
ロンドン・プレス・エクスチェインジ社は海外支店とロンドン代理店をアメリ
力広告界の巨人レオ・バーネット社に譲り，イギリス人の支配する特定の子会
社を手元に残すのみとなった。ロンドン・プレス・エクスチェインジ社は現金
を手にすることでこの取引を歓迎し，一方， レオ・バーネットはLPEの営業
網を加えることによって，事業を国際的に展開することができた。その結果，
レオ・バーネット社は J.ウォルター・トンプソン社， マッキャン・エリック
ソン社， ヤング＆ルビカム社に次いで世界第四位の大広告代理店に伸し上が
った。こうした国際化の流れは広告会社が互いに勢力を競うゲームではない。
広告会社が国際的な大口顧客を獲得しようとすれば，客が世界的サービスを求
めている以上，国際化せざるをえないであろう。その必然的結果として，一握
りの世界的広告代理店が国際的ビジネスの大部分を引き受けることになる。結
局，アメリカ広告業の優位は不動であろう。」18)
4 イギリス広告業の敗因
なぜイギリスの広告業者はアメリカニゼーションを防止できなかったのか。
まず第一に，イギリスの広告業者は実質的には家族企業で，アメリカの同業者
に較べて経営規模が小さく， したがって資金力が乏しかったこと，第二にアメ
リカの専門経営者に対して， イギリスでは専門教育をうけていない， いわゆ
る「アマチュア経営者」であって経営管理能力が劣っていたこと，の 2点があ
げられる。
多くの経営史家が指摘するように，一般にアメリカでは世紀交替期の企業合
同の頃からビッグ・ビジネスの時代に入って，所有と経営は分離し，企業の運
営はしだいに「専門経営者」の手にゆだねられていく。これに反して伝統的に
家族企業が優勢なイギリスでは，創業者とその家族がトップ・マネジメントを
支配する，いわゆる「所有経営者」の時代が長く続き，やっと1930年頃になっ
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て大企業体制に移り，第二次大戦以後，所有と経営が分離していった。同じこ
とが広告業界についても言えそうである。 20世紀後半，ほとんどの広告会社は
英米ともに法的には株式会社になっていた。といってもロンドンやニューヨー
クの証券取引所に株式を上場している公募の株式会社は少数にすぎない。イギ
リスの広告会社は有限責任制が導入されていても，英法でいうプライベート・
カンパニー（私会社，個人会社）であって実体は家族企業ないしパートナーシップ
が多かった。イギリスでは1961-69年の間に 9社が資本市場で大資本を調達す
るために株式を上場してパプリック・カンバニー（公募会社）に移行した。 1961
年6月に上場したプランニング社が第 1号で， 1株14シリング9ペンスで18万
株の売り出しに成功している。株式を市場に公開することは一挙に大資本が調
達できる代りに，他人に買い占められて支配権を失う危険は避けられない。株
式が上場され，所有が分散化すれば，経営はおのずと所有経営者から専門経営
者の手に移って，遅れ馳せながらイギリス広告業界も経営者革命を経験するよ
うになる。所有経営者によるワンマン経営の弱点は経営者の死亡によって経営
が傾き易いことである19)0
ハイアム広告社の場合がその一例である。長い滞米生活ののち帰国し， 1911
年資本金500ポンドのささやかな広告代理店を興したチャールズ・ハイアムは，
前述のように成功して広告業界のリーダーとなり， 1915年には英国広告協会
(British Association of Advertising)の会長，戦時中は政府の情宣活動に協力，
1919年に下院議員，そして1921年には広告界で初めてナイト爵を授けられた。
創業以来18年， 彼は自ら広告文案を書き， 新ビジネスの開拓につとめた。事
実，彼はイギリスでも最優秀コビーライターの一人として広く認められていた
が， 1927年までは助手を雇わず一人で仕事をこなしてきた。 1938年，彼が62歳
で世を去ったあと，サー・バトリック・ガウアーがその地位を引き継いだが，
業績はしだいに低下し， 1936年には業界10位にあった同社は， 1960年には53位
に転落していた。というのもサー・チャールズが根っからの広告人でありコビ
ーライターであったのに反して，ガウアーは典型的なアマチュア経営者であっ
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た。彼はケムブリッジで古典を修めたのち大蔵省に入り，ハイアムのボストを
継ぐまで三代の総理大臣の秘書を務めた人物であった。彼はコビー一つ書くわ
けでなく，産業界の有力者とコンタクトをとることを任務としていた。同社は
1969年，オズボーン・ビーコック・グループに買収されて姿を消すことになる。
腕利さのコピーライターが創業者であり所有経営者 (founder, owner-
manager)であった w.s. クローフォード社の興亡の歴史もハイアム社と似て
いる。ウィリアム・クロフォードが広告代理店を開業したのは1914年。ドイツ
で教育をうけた彼は欧州大陸の事情に明る<'海外にも店舗網を拡げて世界的
に有力な広告業者に伸し上がった。戦後，政府の帝国政策の推進に協力した成
果が認められ， 1927年ハイアムに次いで業界2人目のナイト爵をうける。他
方，広告専門家協会 (IPA), 広告協会の創設に参画して，組織者としての能
力を発揮し， 1937-40年には広告専門家協会の会長として業界トップの座につ
いた。このように両大戦間のサー・クローフォードは，ハイアムと並ぶ優秀な
コビーライターであったばかりでなく，イギリス広告業界をまとめる求心力，
組織力をもっていた。しかし1950年に彼が67,000ポンドの資産を遺して死去し
たあと，同社は創業以来の彼のパートナー，ハバート・オートンがクローフォ
ードの持ち分を買いとって社長に就任したが，その後の業績は振るわず， 10年
後には創業者の名声を維持する実力は失われていた。彼はもともと財務畑を歩
んだ人で，コビーライターではなかった。彼は人事と財務に関する意思決定が
任務で，大型のキャンペーンを企画立案する広告技術はもっていなかった。以
上のように，広告会社も所有経営者から所有管理者を経て，結局，専門経営者
の手に移っていったのである。
N J. ウォルター・トンプソン社の成長とロンドン進出
1 雑誌広告の開発者 J.w. トンプソン
]. ウォルター・トンプソン社は1878(明治11)年の創業。今日のアメリカの大
手広告代理店の中でも最古参を誇る名門。広告ビジネスを20世紀のれっきとし
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た一産業に育て上げた同社の功絞は高く評価されている。 1910年から1970年ま
で60年間，同社の業績は常にアメリカ広告業界でトップの座を占めており，今
日なおリーダーの一員である20)0 
しばしば「近代広告産業の父」と呼ばれる創業者の J.ウォルター・トンフ゜
ソン (1847-1928)はビッツフィールド（マサチューセッツ州）の生まれでオハイオ
育ち。南北戦争後ニューヨークヘ移って小さな広告店W.J.カールトン商会に
勤めたが， 1878年同商会を 1,300ドル（一説に500ドル）で買収してトンプソン
商会を興す。最初は劇場のプログラムの中に広告を入れる仕事をしていたが，
間もなく雑誌広告 (magazineadvertising)という未開拓の分野に進出して大成
功をおさめ， 1900年にはアメリカ内外100誌を超える雑誌の広告欄をほとんど
一手に独占していた。当時， 『ハーパース・マンスリー』のような月刊誌は誌
面に広告を入れることを許していなかったが，雑誌に広告メディアとしての価
値を認め，それに本格的に取り組んだのは，アメリカではおそらくトンプソン
が最初であろう。彼はアメリカ人の平均的な家庭収入の多くが主婦によって使
われている事実に着眼し，製造業者にとっても商人にとっても週刊誌や月刊誌
にのる広告が，購買を左右する人の眼に直接触れる点で，雑誌が極めて有効な
メディアになることを見抜いた最初の一人であった。そこで彼は考えた。もし
多数の雑誌が広告宣伝に動員できるようになれば，広告主と雑誌出版社の双方
にとって，その利益は計りしれないものがある。したがって，もしそれらの雑
誌広告を一手に掌握することができれば，必ずや大手広告主の注目が集まるだ
ろうと。
トンプソンの予見は的中し，アイディアは見事に実現された。雑誌社は改め
て広告ページの価値を知らされ，広告主は雑誌に挿入される広告が各家庭で30
日間も有効に作用し，全国的ビジネスの展開にとって雑誌がいかに迅速かつ経
済的な広告メディアであるかを教えられた。広告ページは雑誌社にとっては大
きな収入源であり，黄金の山であった。広告収入のお蔭で出版社は雑誌の質を
向上させることができた。上質紙，イラストの多用，網版製版術の導入，優秀
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な執筆者やアーティストの採用，も十分可能になった。 トンプソンは「ゴディ
ーズ・レディース・プック』「ビーターソンズ・マガジン』『スクリブナーズ』
『アトランティック』「ハーパーズ』「ノースアメリカン・レビュー』など当時
のアメリカの代表的な雑誌の広告欄に独占的な地歩を築き， 1896 C明治29)
年，社名を JWalter Thompson Co. と改めた。同社の扱う全国広告の中に
はイーストマンの「コダック」（写真機）， 「メンネン・タルカム・パウダー」
（滑石油）， それにプルーデンシャル保険会社が含まれていた。プルーデンシャ
ル社の有名な宣伝文旬「ジプラルタルの岩壁」は全国に広まり，全米に同社の
堅実さをイメージさせ市場の拡大に大いに貢献したという。彼はまた雑誌の裏
表紙を広告に利用した最初の広告人としても知られている。
1899年トンプソン社はロンドンのストランドに一室を借り， 1人のアメリカ
人と 4-5人のイギリス人を雇ってささやかな広告代理店を開業した。イギリ
スに進出したアメリカ系広告業者の第 1号である。アメリカ向けの広告を希望
する欧州の広告主を探すのが主たる任務であった。＇
2 J. w. トンプソンから S.B. リーサー夫妻へ
第 1次大戦中の1916年，高齢のトンプソンは引退を決意し，同社の副社長リ
ーサーに50万ドルで営業を譲渡することになる。当時， トンプソン社は年商約
300万ドル， すでにアメリカの大手広告会社に成長しており，ボストン，シカ
ゴ，デトロイト，シンシナティのほかカナダのトロント，イギリスのロンドン
に支店をもち，スペイン部を通じて西インドや中南米の新聞雑誌とも緊密に結
ばれていた。
スタンレー・リーサー($tanleyBurnet Resor 1879-1962)はシンシナティの出
身，イエール大学で歴史と経済学を修めた。さまざまの職場を体験したのち
1904年から同地のプロクター＆ギャンブル社の宣伝部に勤務。 1908年彼の制作
した広告がたまたまニューヨークの].ウォルター・トンプソンの目にとまり，
同社のシンシナティ支店の経営を任されるが， 4年後の1912年トンプソン社の
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副社長に抜擢され，ニューヨークに移り住むようになる。 1916年， リーサーは
ニューヨークの金融機関にいたイエールの同窓H.E.ワードから資金協力を
得て， 前述のように 50万ドルでトンプソン社の経営を買いとり，翌年「広告
史上，最初の完璧な女性コビーライター」と謳われた同僚のヘレン・ランズダ
ウンと結ばれた。
スタンレー・リーサーとヘレン・ランズダウンの組み合わせは人格的，職能
的いずれから考えても，実に素晴らしいパートナーシップであった。彼らの間
にはアメリカ最大の広告会社のトップにふさわしい職能分担ができた。腕利き
のライターでも，ァーティストでもなかったが人間行動に鋭い洞察力をもって
いたリーサーは市場調査とそれの社会科学的分析を重視し，他方，言葉に対す
るイマジネーションと豊かな愛情をもっていたヘレンは調査よりも直観を，定
則や公式よりも経験を重視した。
繁栄を謳歌した1920年代，アメリカの広告支出は 3倍に伸びた。この空前の
成長期にリーサーはヘレンに匹敵する有能なコビーライクー， J.W.ヤングを
抱え，アイビーリーグ大学出身の多くの社員を採用して陣容を強化し，他方，
クライアントの大整理を断行した。それまで300社もあったクライアントのう
ち地方の中小広告主を一掃して75社に絞り込んだ。最大広告主の中にはコール
ドクリームのポンズ，フルーツ缶詰のリビー，ューバン・コーヒー，化粧石鹸
ラックス，フライシュマンのイースト，クラフト・チーズなど著名な企業や商
品が含まれていた。また広告技法の面でも，たとえば「ポンズ・コールドクリ
ーム」を使って肌が若返ったという，｝レーマニア女王その他著名婦人の証言を
宣伝に使うなど， 権威ある人の証言を商品の宣伝に利用する， いわゆる「証
言」広告 (testimonialadvertising)のパイオニアであったし，広告に写真をと
り入れる点でもすばやく， 1923年に有名写真家エドワード・スクイヘンとの契
約ではローションの広告写真一枚に 1,000ドルを支払っている。かくて1920年
代末までにトンプソン社の扱い高は3,750万ドルを超え，第2位の N.W.エヤ
一社を大きく引き離していた。
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3 ロンドン支店21)
1916年から閉鎖されていたロンドン支店は 1919年に再開されたが， つづく
1920年代はイギリスでも「広告黄金時代」であった。この時期に幾つかのアメ
リカ系広告会社—ァーウィン・ワッセイ， ロード＆トマス，マッキャンーエ
リックソンそれにポール E.デリックなど一ーが新たに参入してきた。 トンプ
ソン社はロンドン支店長に腕利きのサム・ミーク氏を送り込んだ。主要な顧客
は当然アメリカ系企業でリビー，干しぶどうのサン・メイド・レイズン，コー
ルドクリームのポンズ， カテックス， 防腐剤のリステリンであったが， 注目
すべきは新たにラックス石鹸のユニリーバとジェネラル・モーターズ (GM)が
加わったことである。この時期， GMとトンプソン社との間には特約が成立
し， GMが組立工場または販売会社を設けた国には必ずトンプソン社が支店を
開設して，同社の広告宣伝活動を一手に引き受けることになっていた。その結
果，欧州に10支店，エジプト 1支店のほかさらに11の新支店が南アフリカ，ィ
ンド，豪州，東インド諸島，カナダ，ニュージーランド，南米の各地に展開す
ることになる。ロンドン支店はいわばそれらの統轄者であって， GMの広告コ
ピーの大部分はそこで制作され欧州各国語に翻訳されていたし，またそこはア
メリカ人， ヨーロッパ人の多数のスタッフが養成される訓練センターとしての
機能も果たしていたようである。
GMの特約で急速に国際化したトンプソン社の営業網は1930年代に入って一
挙に収縮し，支店長は更迭した。いうまでもなく大不況によるGMの自動車販
売の不振が原因で， 1930-35年の間に南米支店を除くすべての支店で特約が解
除された。もっとも他方，ニューヨーク本社から回ってくるコカコーラ，ジレ
ット（かみそり）， コダック， ク・エーカー・オーツという新しい大広告主の注文
をうけて，喪失分を十分カバーすることができた。 1933年， ロンドン支店は
シカゴ大学出身の R.H.スミスを社長とする資本金5,000ポンドの株式会社
（私会社）になり，業絞ではイギリス第 3位を占めていた。 1936年，同社の業績
はロンドン・プレス・エクスチェインジに次いで第 2位に，そして1938年には
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首位の座に就いた。
30年代の従業員数は約150人ないし250人と推測され，主要ポストはアメリカ
人が占めていた。職場ではアメリカ人スタッフとイギリス人との間には帰属意
識1こ微妙なちがいがあった。いわゆるロイヤリティの問題である。具体的に
は，広告主と親密な関係をもつようになったイギリス人社員が会社の顧客を携
えて辞識し独立するケース，いわゆる「プレークアウェイ」が増えたことで，
会社は対策に頭を悩ませたようで，戦後はトップ全員がイギリス人に変ってい
る。
ロンドン支店の広告注文は前記のようにアメリカ経由のものが多かったが，
イギリス国内の顧客もしだいに増加した。 1930年代末まで顧客数ではイギリス
国内が50鍬売上高では 3分の 2が国内市場， 3分の 1が外国であった。
4 市場調査の先駆者
ロンドンのトンプソン社がイギリス広告産業の発展に寄与したことの一つ
は，アメリカ生まれの市場調査 (marketresearch)の技術がいち早くロンドン
にもたらされたことであろう。ダニエル・ポープによれば，アメリカでは1910
年までに幾つかの大手代理店が広告キャンペーンのお添え物として予備的な市
場研究を始めており， "TradeInvestigation"といった専門の部門をおいてい
たという。 1916年， トンプソン社の 2代目経営者となったスタンレー・リーサ
ーも市場調査に着目していた先駆者の一人で，彼は同社を買収すると同時に市
場調査部を新設し， 1919年までに計画部，統計調査部を設けていた。
ロンドンのトンプソン社では広告実施計画に先立って， 5つの基本的質問事
項を中心に的確な情報の蒐集がなされていた。この手続きは1912年，ニューヨ
ーク本社のリーサーによって開発されたといわれ， 1919年から1967年まで同社
のすべてのキャンペーンに採用されたという。 5つの質問事項は次のとおりで
ある。
，??
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(1) 何を売り込むのか？—その中味は何からできているのか，価格または
重量は，製造業者の名声は，各サイズの需要はどうか？
(2) 誰に売り込むのか?-製品の買い手は誰か，消費者はそれを何に利用
するか，消費者の間にどんなイメージがもたれているか？
(3) 何処へ売りたいか？ー一販路の地理的分布，流通経路，製品の店頭展示
期間は。
(4) 何時売りたいか？—~売れ行きに季節の差異があるか，何曜日が最もよ
く売れるか，売れる時間帯は。
(5) どのようにして売るか？一現在どんなメディアが使われているか，ど
れほどの広告費がつわわれているか， 他にどんな販売促進方法が利用できる
か。
同じ主旨のことがその後に発行された同社のパンフレットの中でも繰り返さ
れている。
「計画性のない広告活動は，丹念に蒐集された市場データに基づいて周到
に企画立案された広告活動に対抗しえない。」
有効で説得的な広告をつくるには，綿密な関連資料の蒐集とその科学的分析
が先行しなければならない， という営業｝レールはひとりニューヨーク本社だ
けでなく，ロンドン支店でも直ちに採用されていた。 1928年の「ホーリック
ス」， 1929年の「ジレット」かみそりの宣伝活動にその忠実な実例がみられる。
もっとも当時の市場調査は今日のレベルからすれば，はたして科学的分析の名
に値するかどうかすら疑問視されるほど稚拙かつ粗雑なもので，路上の通行人
に向けて大声で質問を浴びせるようなこともなされていたという。それでも
1920年代のロンドンの広告業界で市場調査を実施していたのはトンプソンのロ
ンドン支店とイギリス系広告代理店のロンドン・プレス・エクスチェインジの
2社だけであった。ロンドン支店が株式会社組織になった1933年，同社はイギ
リス最初の市場調査会社「ブリティッシュ・マーケットリサーチ・ビューロー」
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(British Market Research Bureau)を創設し， クライアントでない一般企業に
も広く利用を呼びかけていたのである。
ところで丹念になされた市場調査の成果は続くさまざまのスペシャリストの
仕事，たとえばコビーライクーの仕事，にどのように結びつくのか明らかにさ
れていない。トンプソン社のような大手代理店にとってさえ広告研究はまだ緒
についたばかりであったのだ。同社の広告実務について1939年の出版物には次
のように記されている。
広告は厳密な科学ではない。……しかし広告はその方法論や自律的なファ
ッションにおいて，科学的なアプローチが可能である。まずデータの蒐集，
周到な調査，検分，そしてテストがなされる。手元に集められた籾殻の山か
ら小麦が選び出される。ここでようやくインスビレーションが働いて新しい
ものが生まれてくるのである。
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